Reference Review 59-2号の研究動向・全分野から by 木山 実

































































3 巻 1 号）では、まず 1997 年～2007 年の
11年間で経営統合を行うと発表された事例
60 件のうち成功事例は 49 件、白紙撤回に






























「 Business Integration and Corporate 
Performance under the Pure Holding 
company System in Japan」（経営史学会英
文雑誌『JRBH』vol.29.2012：実際には 2013
年秋刊行）は、経営統合手段として合併で
はなく持株会社を採用するのはいかなる動
機からなのか、また持株会社採用によって
経営統合した場合その事後的なパフォーマ
ンスはいかなる影響を受けるのかという問
題意識によって書かれたものである。同稿
では 2000年度から 2010年度までの上場企
業が実施した直接合併 87 件と持株会社に
よる経営統合 57件の計 144件をサンプルと
して定量分析がなされている。両氏による
と、異なる産業に属する企業同士や統合参
加企業の利益率格差が小さいときほど持株
会社が採用される場合が多い。また合併や
統合で予想される摩擦の回避の必要性が高
い場合、あるいはブランド維持の必要性が
高い企業同士の組み合わせでは、持株会社
が採用されているという。さらに経営統合
後のパフォーマンスについては、参加する
企業の対等生が高い場合に持株会社を用い
れば、企業パフォーマンスが向上するとい
う結論を見いだしている。 
 持株会社解禁は、いわゆる「平成不況」
から脱する一つの処方箋として導入された
といわれる。上記の研究は、いずれも不況
から脱していない段階での研究であるが、
現在デフレ状態からようやく脱出しつつあ
る状況で、今後は持株会社や経営統合のあ
り方にも変化が予想されよう。今後の動向
にも注目していきたいところである。 
